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Abstract:
The disputed Korean Broadcasting Law was revised in November 2009. New Law will enable 
corporate conglomerates,newspapers and foreigners to own shares at broadcasting companies. 
Under the revised Law, Korean government is set to issue new licenses including nation’s first 
general cable TV channels. The revision of the Law trigger the biggest change in the Korean 
media industry since the military regime forced media consolidation in November 1980. With the 
entry of big companies and newspapers into the broadcasting business,the government expects to 
foster a global media group which can create many new jobs. The three general daily 
newspapers—the Chosun Ilbo,JoongAng Ilbo and Dong-A Ilbo—are active to seek opptunities to 
establish powerful general cable TV channels. The new channels may compete with existing 
government-owned major broadcasiting companies, and are expected to activate the whole media 
industry. But it is still unclear whether the new channels can establish their own business model 
and be profitable since TV advertising revenue is declining recently. Also there still remains the 
criticism against the conservative major newspapers will take control of media industry
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　韓国で2009年11月、放送法が改正された。これまで放送事業への参入を禁じられていた新聞社や
大企業、外国資本に対する規制を大幅に緩和することなどが主な内容だ。インターネットやデジタ
ル技術の急速な発展を背景にして新しいメディアの出現やメディアの融合、多チャンネル化が進ん
でいるという実情に法体系を合わせるとともに、資本力やノウハウに優れた大企業や外国資本の放
送事業への参入を促してメディア産業の発展を促進しようという狙いだ。法改正を機に、韓国の大
手新聞社は一斉に放送事業への参入の準備に着手している。日本や欧米のメディア企業の中からも
韓国市場への参入をうかがう動きも出ており、規制緩和の目的である業界再編による産業の活性化
が現実化するのは間違いない。今回の法改正には、もうひとつの狙いがある。韓国では1980年に当
時の軍事政権が、新聞社と放送局、通信社を強制的に統廃合した。当時最高の視聴率を上げていた
民間テレビ局の認可を取り消して事実上公営放送に統合した。政権によるメディア支配策の一環だ
った。その後も韓国では、地上波放送５局中４局を公営放送が占めるほか、放送向け広告代理業務
を公営企業が独占するなど放送産業に対する政府の強い影響力が維持されたままの構造が続いてい
た。今回の法改正は、メディア分野に残る軍事政権時代の負の遺産の整理作業に着手し、公営の地
上波放送局に対抗できる民間の放送局を設立、育成することで国民に多様な選択肢を与えるという
狙いもある。ただ規制緩和によって新規参入を目指す事業者が保守的な新聞社に偏在していること
などから法改正には反対論も根強い。またメディア産業全体が低成長期に入って広告収入が伸び悩
んでいることから、新規参入業者がきちんとした収益を上げて、韓国を代表するメディアとして定
着できるかどうかも不透明だ。
１．韓国のメディア関連法改正の内容
　韓国の国会は2009年７月、新聞法、放送法、インターネットマルチメディア放送事業法（以下、
３法をメディア関連法とする）の改正案を通過させた。その後、後述するように憲法裁判所の判決
をへて同年11月にまず改正放送法が施行され、2010年初めにかけて他の２法も順次施行する運びだ。
改正内容は広範だが、本稿では韓国で社会的な関心が圧倒的に高く、関連産業への影響も大きい、
放送法改正に焦点をあてて論じたい。
　法改正の内容を理解するために、韓国の放送事業者の分類について簡単に説明する。最も視聴者
数が多く、企業規模も大きいのが「地上波放送事業者」だ。日本のＮＨＫに相当する韓国放送公社
（ＫＢＳ）やＳＢＳなどがこれに相当する。ケーブルテレビなどで放送するための番組を制作、供
給するのが「放送チャンネル使用事業者」だ。この中には、報道、教養、娯楽など多様な放送分野
で放送プログラムを編成する「総合編成事業者」（以下、本稿では総合編成チャンネルとする）と、
特定の放送分野だけで編成する「専門編成事業者」（以下、本稿では専門チャンネルとする）に分
かれる。専門チャンネルのうちニュース番組に特化しているのが報道専門チャンネルだ。韓国には、
報道専門チャンネルのほかにドラマやスポーツ、映画、ホームショッピングなどの専門チャンネル
が100以上あるが、総合編成チャンネルはない。
　今回のメディア関連法改正の最大のポイントは、「放送事業者の所有制限など」を規定した放送
法第８条である。
　従来の放送法第８条は、地上波放送事業者と総合編成チャンネル、報道専門チャンネルに対する
厳しい所有規制があった。いずれも、新聞社（ニュース通信社を含む）と大企業（資産規模10兆ウ
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ォン以上の大企業グループに属する企業）による兼業や出資を禁止していた＊1。
　しかし、今回の法改正によって、新聞社や大企業についての兼業、出資の禁止規定がなくなった。
新聞社と大企業は、地上波放送事業者については10％まで、総合編成チャンネル、報道専門チャン
ネルについては30％まで出資できることとなった。
　改正放送法第８条は「地上波放送事業者、総合編成または報道専門編成事業者の株式、資本を所
有しようとする新聞社を経営する法人の経営の透明性のために、大統領令の定めに基づき全体発行
部数、有料販売部数などの資料を放送通信委員会に提出して公開しなければならず、日刊新聞の購
読率（大統領令の定めにより全体の世帯数に対して一定の期間内に特定の日刊新聞を有料で購読す
る世帯数の比率を意味する）が100分の20以上の場合、地上波放送事業者および総合編成、報道専
門編成を行う放送チャンネル使用事業者を兼業したり、株式または資本を所有することができない」
と規定して地上波放送事業者や総合編成チャンネルに進出できる新聞社にたいして一定の基準を設
けた。
　2010年１月19日に国務会議で通過した「放送法施行令」では日刊新聞の購読率について「統計庁
の世帯数統計に対する直前年度の年平均有料購読部数」とすると定めたうえで、「日刊新聞社の経
営の透明性を確保するために部数の認証機関を指定する」とした。
　放送法の改正が、放送事業への大企業と新聞社による進出規制を緩和したにもかかわらず、新聞
社に対して一定の「参入条件」を課したのは、新聞社に対する兼業、出資規制が撤廃になることに
対しては野党内などに「特定の大手新聞社のメディア支配力が強まる｣との反対意見が根強いこと
に配慮したためだ。しかし、実際にこの規定に抵触する新聞社はないと見られる。＊2　＊3
　また、「外国資本の出資」を禁じていた放送法第14条も改正された。これまでは外国人、外国政
府を含む外国資本は地上波放送事業者や総合編成チャンネル、報道専門チャンネルに対する出資を
禁じてきた。法改正以降も、地上波放送事業者への出資の禁止は残るが、総合編成チャンネルに対
しては20％、報道専門チャンネルに対しては10％までの出資を認めることとなった。
　インターネットマルチメディア放送事業法の改正では、インターネットを通した放送事業者のう
ち「総合編成チャンネル」と「報道専門チャンネル」について、これまで兼業や出資が禁じられて
いた大企業、新聞社に49％まで、外国人に20％までの出資が認められることになった。高速インタ
ーネット技術の進歩で、インターネット放送が可能となるなど放送と通信の融合が現実化したこと
を踏まえ、インターネット放送事業者に対しても放送法に準じた規定を適用することになった。
２．政府の法改正の狙いと反発する野党
　韓国内ではかねて放送の改正や放送行政の大幅な手直しが必要との主張が根強くあった。
その理由は、第１に、急速な技術革新で放送のデジタル化や高速インターネットが普及するなど放
送をめぐる事業環境が変化することに放送法や放送行政を対応させる必要が生じたことだ。
　第２には、韓国では1980年に軍事政権である全斗煥政権下で実施された「言論統廃合」＊4によっ
て生まれた放送業界の構図がそのまま維持されており、その変更や業界の再編は長年の課題であっ
た。1980年に発足した全斗煥政権は、民間テレビ局でサムスングループ傘下にあった東洋放送（Ｔ
ＢＣ）をＫＢＳに統合するとともに、文化放送（ＭＢＣ）の株式の大半をＫＢＳに保有させ、テレ
ビ放送を公社形態であるＫＢＳを通して一元的に管理統制する言論統廃合を断行した＊5。1991年に
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民間放送のＳＢＳが誕生したが、現在でも韓国に5局ある地上波放送のうち４局を公営放送が占め
ている＊6。
　韓国では1980年代後半以降の民主化プロセスで、大統領直接選挙の導入や労働組合の合法化など
短期間に幅広い分野で政府の統制を撤廃する措置が進んだ。しかし、ニュース報道に大きな影響力
を持つ地上波放送については、政府が人事、経営権を握る公営放送が５局中４局を占めると言う「軍
事独裁政権時代のシステム」が維持されたままになっていた。視聴者である一般国民の多様なニー
ズに答えるためにも、公営放送以外の幅広い選択肢の提供が必要になっていた。2003年に発足した
李明博政権は、こうした「過去の負の遺産」を断ち切るためにもメディア関連法改正を重点政策に
掲げていた。
　こうした背景を踏まえた上で今回の法改正の狙いは以下の点と言える。
　第1に、コンテンツ制作能力や資本力がある事業者を放送事業に参入させることで、放送産業を
活性化させることだ。今回の法改正で放送事業への本格参入が可能になった新聞社は、ニュース取
材力で放送事業者を圧倒する陣営を抱えている。報道、教養番組などを中心としたコンテンツ（番
組）制作能力に対する期待は高い。また、財閥など大企業には資金力があり、良質のコンテンツの
制作や調達が可能だ。外国資本は、コンテンツの供給元であるほか、共同制作相手としても期待で
きる。また、将来、制作したコンテンツを海外市場で販売する場合の窓口役としても活用できる。
こうした企業を放送事業に参入させることで番組の質を高め、テレビ局同士の競争を生み出し、全
体として韓国の放送産業全体の質や競争力を高めようと言う狙いだ。
　放送産業の活性化と言う点で、政府が特に重視しているのが総合編成チャンネルだ。総合編成チ
ャンネルとは、その名称通り、報道から娯楽、スポーツまですべての番組を編成して視聴者に提供
できる放送事業者のことだ。
　韓国では地上波放送事業者としての免許受けたＫＢＳやＭＢＣ、ＳＢＳなどだけが総合編成が可
能で、ケーブルテレビなどを通して番組を供給する「放送チャンネル使用事業者」には総合編成チ
ャンネルはなかった。従来も放送法に総合編成チャンネルについての規定はあった。しかし、実際
にこの規定に基づく事業者がなかったのは、総合編成チャンネル事業者を設立するためには「最低
でも1000億ウォンから5000億ウォン規模の投資資金が必要だ｣＊7との見方が多く、それだけの投資
負担をしながら総合編成チャンネルへの進出を検討できるのは、メディア事業の多角化によって事
業規模の拡大や安定、影響力の拡大を目指すことに強い意欲を持つ大手新聞社や資本力のある大企
業だけと言えた。これらの企業に対して改正前の放送法は総合編成チャンネルの兼業や出資を参入
を禁止していたため、開局できる事業者が現れなかったためと考えられる。法改正で新しい基幹放
送局としての総合編成チャンネルを育成したい狙いだ。
　総合編成チャンネルは、地上波放送と同じように多種多様な番組を放送できる。韓国ではケーブ
ルテレビの世帯普及率が90％近くに達しており、潜在視聴者数という点でも地上波放送とほとんど
変わらない。一般の視聴者はケーブルテレビのリモコン操作で番組を選んでいる。今見ているチャ
ンネルが地上波放送なのか、専門チャンネルであるかはあまり意識していない。番組内容次第では
十分、地上波放送に対抗できる可能性を持つ。
　第2の狙いは、視聴者に多様な選択肢を与えることだ。現状では、韓国全体のテレビ視聴率の
70％以上を地上波放送事業者で占めている。韓国には地上波チャンネルが５つあるが、教育放送が
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１つあり、これを除く4チャンネルで70％以上の視聴率を握り、残りの30％を100チャンネル以上あ
る専門チャンネルで分け合っている。
　このケーブルテレビ向けなどの専門チャンネルにしても、視聴率の上位を占めるのは、地上波放
送事業者の子会社、関連会社だ。韓国映像振興院の調査では、2008年の専門チャンネル視聴率のト
ップ３は、ＭＢＣドラマネット、ＳＢＳドラマプラス、ＫＢＳドラマだった。いずれも地上波で一
度放送したドラマをケーブルテレビで再放送するための系列専門チャンネルだ。地上波放送事業者
の支配力がケーブルテレビや専門チャンネルにも及んでいると言える。総合編成チャンネルの登場
で、視聴者の選択の幅を広げる狙いだ。
　第3の狙いは、競争原理を導入して放送番組の質を高めることで番組の海外輸出拡大などの効果
が見込まれ、放送、コンテンツ産業を育成する狙いだ。韓国では、「地上波放送事業者は圧倒的に
強い地位を使ってドラマの収益の大半を得るなど独占を享受している」などの不満がドラマ制作会
社やタレントなどを抱えるエンターテインメント会社の間に強く、これがコンテンツの質の低下を
招いているとの批判も多い＊8。2000年以降、韓国で制作された映画やドラマの一部が海外で「韓流
ブーム」と言われる人気を呼んだことがある。しかし、これを機に地上波放送事業者とドラマ制作
会社との契約方式が、制作だけを委託する外注方式から、ドラマ制作会社も損益リスクを抱える共
同制作に切り替わった例が多い。ドラマ制作会社の企業規模は地上波放送事業者に比べて格段に小
さく、共同制作によって経営が圧迫され、結果としてドラマ制作の質を低下させているとの指摘も
多い。それでも地上波放送事業者との力関係から、提示された契約条件を飲まざるを得ないという。
総合編成チャンネルが軌道に乗れば、地上波放送事業者の独占的な地位が崩れ、こうした弊害もな
くなるとの見方も多い。
　政府は、新聞社や大企業による放送進出を認めることで、海外市場も重視した有力メディア企業
を育成し、ドラマ制作なども活性化させて輸出を拡大するとともに雇用創出効果も狙っている。韓
国で放送通信政策を総括する崔時仲・放送通信委員長は繰り返し「新しい成長機会を作るためには
グローバルメディア企業の育成が必要だ｣と述べている。2009年1月に政府系のシンクタンク、情報
通信政策研究院が発表した「放送規制緩和の経済的効果分析」によると、放送法の改正などによる
規制緩和で関連業界などを含めた就業誘発効果が12,523人から21,465人ある。
　第4の狙いは、総合編成チャンネルを育成することで、放送業界全体の再編を促そうと言う狙いだ。
先に述べたように、韓国では地上波放送５チャンネルのうち４チャンネルを公営放送が占める。公
営放送による圧倒的な市場支配を改めるために、ＭＢＣやＫＢＳ第２チャンネルを民営化すべきと
の主張もある。しかし、地上波放送については2012年にデジタル放送への完全移行が決まっている。
デジタル化に伴い地上波放送のチャンネル数を増やすことも可能になる。政府はこの時点で改めて
地上波放送事業者の数や公営と民間のバランスなどについて議論することが好ましいとの立場だ。
今回の放送法改正によってまず総合編成チャンネルを育成。公営の地上波放送事業者との間に競争
に対する依存度を低下させ、その上で公営放送の民営化など本格的な再編論議を進めると言うのが
政府の狙いと見られる。
　こうした政府の狙いに対して野党や一部市民団体は、「政府と一部保守的な新聞による放送掌握
策だ｣と強く反対している。
　国会内では野党が2008年以降、メディア関連法改正に強く反対し続けた。政府与党も野党との交
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渉を重ね、法案を部分修正した。新聞社と大企業による地上波放送事業者への出資限度は当初の与
党案では20％だったが、10％となった。総合編成チャンネルへの出資限度も49％から30％に引き下
げられた。だが与野党間の交渉は決着がつかず、2009年7月22日の国会での採決に際しても、野党
は激しく抵抗し、採決を試みる与党議員との間で激しい乱闘劇が繰り広げられた。強行採決後にも
野党議員は、「議長席付近で乱闘激に参加していて議席にいなかった議員の採決ボタンを他の与党
議員が押した」など国会法に違反する「代理投票」などがあったとして、「採決そのものが無効」
として憲法裁判所に提訴した。
　憲法裁判所は10月29日に「代理投票と疑われる行為など異例な投票行為が多数確認された」など
として採決の違法性を指摘した。一方で、「採決権の侵害はなかったため、無効確認請求には理由
がない」などとする判決を出した。事実上の採決有効判決を受けて改正放送法は11月1日に施行さ
れることとなった。
　野党が強く反発した最大の理由は、放送法の改正を機に政府が自分たちの意に沿う放送局を新設
しようとしているのではないか、という警戒感からだ。
　先に1980年に軍事政権によって断行された言論統廃合について触れた。民間放送局の免許を取り
消したうえ、多くの新聞を廃刊・統合した措置は、もちろん政府によるメディアの統制が最大の目
的だった。軍事政権下では言論の自由も制限され、政府批判は封じ込められた。特に地上波放送は、
国民に強い影響力を持つにもかかわらず、公営と言う経営形態から政府を批判する内容になるはず
もなかった。
　その後、1987年に始まった一連の民主化プロセスで新聞の発行などが原則自由化され、多様な意
見、論調を載せる新聞発行が相次ぎ、既存の新聞社の報道内容も大きく変わった。にもかかわらず、
地上波放送は公営中心の経営形態が維持されたままだった。地上波放送は「政府寄り」どころか、「政
府機関」のままであり続けたのだ。その理由はさまざまだが、電波使用の許認可を握る政府が、報
道内容にも大きな影響力を行使しうるこの既得権を手放すことを躊躇し続けたためと見られる。
　こうした公営放送中心の地上波放送を維持したままで、新たな放送局を設立することは野党など
から見れば「放送に対する政府の影響力拡大」ともうつるのだ。
　新聞社による放送兼業規定撤廃によって保守的な大手新聞社の放送事業進出が本格化することへ
の警戒感も強い。
　1998年の金大中政権発足以降、韓国では後任の盧武鉉政権（2003年発足）と合わせて10年間に及
び進歩派政権が続き、地上波放送が進歩派色の強い番組内容になったことは否定できない。伝統的
に保守色の強い朝鮮日報、東亜日報など大手新聞社はそのままの論調を維持した。その結果、特に
報道番組については進歩色の強いテレビニュースと保守色の強い大手新聞と言う色分けが比較的は
っきり出るようになり、特にテレビニュースと新聞が相互に報道内容を批判する事態も続出した。
2007年12月の大統領選挙時には、ＫＢＳとＭＢＣという2つの公営放送が当時の与党候補を、保守
的な新聞が李明博候補を露骨に支持する報道を続けた。また、2008年春には韓国で米国産牛肉の輸
入に反対する大規模デモが連日続き、一部ではこれが反政府デモにまでなったが、このきっかけと
なったのが意図的な虚偽のデータに基づくＭＢＣの報道番組であることが発覚、テレビ報道に対す
る信頼度に打撃を与えた。いずれも10年間の進歩派政権時代に就任した経営陣や番組制作責任者の
影響があったと見られている。
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　2008年に保守系の李明博政権が発足したことでこのメディア間の対立関係が大きく変化した。政
権交代を機に徐々に地上波放送事業者の経営陣が交代し、それにつれて報道内容や論調も徐々に変
化してきた。これに対して独立のオーナー経営である朝鮮日報や東亜日報は伝統的に保守色の強い
新聞社だ。李明博政権の登場で、放送と新聞の両方がそろって保守色を帯びてきたとも言える。
　こうした変化に加えて、保守色の強い大手新聞社による放送兼業を認めようとしていることに対
して、野党など「保守派によるメディア支配が狙いだ」と強く反発しているのだ。特に放送界改正
案の国会採決を2009年7月に強行、当初は2010年初めにも総合編成チャンネルを選定し、同年春に
も放送開始をもくろんでいたことに対し、野党内では「2010年6月の地方選挙前に政府に近い放送
局を開局しようと言うきわめて政治的な意図」との批判を浴びた。李明博大統領は「政治がメディ
アを支配できる時代ではない」と政治的な意図を繰り返し強く打ち消している。総合チャンネルの
選定も遅れ、地方選前に放送開始という可能性は2010年1月現在ほぼ消えたが、なお、大手新聞社
が放送事業に進出することにも抵抗感も強く残っている。
３．法改正に対する反応
　改正放送法によると、総合編成チャンネルおよび専門チャンネルについては政府の承認が必要と
なっている。韓国政府は、2010年１月に放送改正にともなう施行令改正案を国務会議で通過させる
など新たな放送事業者の選定に向けた作業を本格化させ、2010年中にも終えたい意向だ。
　こうした政府の方針に対して真っ先に総合編成チャンネル事業への進出を表明したのは予想通り
大手新聞社だ。発行部数首位の朝鮮日報、2位の中央日報、3位の東亜日報、4位の毎日経済新聞は
そろって準備に動いた。これ以外の新聞社数社も、総合編成チャンネルまたは報道専門チャンネル
への進出のための準備に着手している。
　これら新聞社への聞き取り調査によると、総合編成チャンネルに進出するためには、資本金2000
億ウォンから5000億ウォン規模の新会社を設立する。さらに放送開始後３年から5年間で1兆ウォン
を超える資金が必要と試算している。新聞社の出資比率は改正放送法で30％までと規定されており、
ほとんどの新聞社はこの限度いっぱいの出資を前提に、残りの70％に対しては出資者を募集してい
る。
　出資企業としては、大企業のほか、金融機関などを中心とした投資コンソーシアムが有力視され
ている。
　法改正で出資が求められることになった外国企業への接触も活発となっている。中央日報は、
2009年10月末に米メディア大手のタイム・ワーナー社、ハースト社と相次いで提携した。いずれも
コンテンツの供給を受けるほか、コンテンツの共同制作や人的交流などを目的としている。タイム・
ワーナーについては中央日報が設立する放送事業者に出資することも交渉する計画だ。また複数の
大手新聞は日本のテレビ局や新聞社などに対しても出資や提携を打診した。このうち、毎日経済新
聞社は総合編成チャンネル事業者として選定されることを前提に日本経済新聞社と資本・業務両面
で提携することで2009年末までに合意した。
　これ以外にも総合編成チャンネル進出を目指す韓国の大手新聞社は各社とも、番組制作のために
制作プロダクション、映画会社、海外のアニメーション制作・配給会社などとも提携交渉を進めて
いる。
66
玉置　直司
一方、法改正で新たに総合編成チャンネルへの出資が認められた大企業は、自社が中心となって放
送事業者を設立することについてはきわめて慎重だ。
　2009年末時点で、サムスン、LG、現代自動車など韓国の主要大企業は韓国メディアの取材に対
してすべて「総合編成チャンネルへの進出は検討していない」との態度を示している。大企業が消
極的な最大の理由は、放送法を含むメディア関連法改正については、野党や一部市民団体などが強
く反発しており「政治的な対立に巻き込まれたくない」ためだ。韓国では2008年以降、保守的な新
聞に広告を出した企業に対してインターネット上で大規模な不買運動が繰り広げられたことがあ
り、大企業にはメディア事業に主体的にかかわることへの警戒感が強い。放送事業参入にまた、大
手新聞社がすべて進出に名乗りを上げており「大企業が名乗りを上げることで新聞社との摩擦を起
こしたくない」と言う意見もあった。さらに2008年夏に本格化した世界同時不況のあおりで景気の
先行きに対する不透明さが続いており、「経験がなくリスクも大きい新規事業に参入する時期では
ない」や「放送事業の将来性がはっきりしない」などの意見もあった。
　ただ、主要な大企業は、大半が総合編成チャンネルへの進出を目指している新聞社から出資など
の協力を要請されていることを認めている。「相応の協力はせざるを得ない」との大企業もあり、
事業者が選定された場合、出資企業に大企業が入る可能性は高い。
４．新規参入事業者の可能性
　韓国政府は2010年中にも新放送事業者を選定する。だが、新規参入事業者が経営を軌道に乗せ、
韓国の放送市場で定着するには以下のような多くの課題が残っている。
①視聴者を引き付けるような番組（コンテンツ）を制作、提供できるか
② 100 チャンネル上もあるケーブルテレビの専門チャンネルの中で短期間に認知度を上げら
　れるか
③事業会社としてきちんとした収益を上げられるか
④巨額の投資負担に耐えられるのか
　
　このうちのコンテンツ確保については、新規参入事業者が国内外企業との提携や人材の採用など
で解決する以外の方法はない。1991年に新規地上波放送事業者としてＳＢＳが放送を開始した際に
も、人気番組が極端に不足、「ＳＢＳはつまらない」というイメージに苦しんだ。結局、1995年に
放送した光州事件をテーマにした連続ドラマ「砂時計」が平均視聴率45％という韓国放送史上最大
のヒットとなるまでＳＢＳは人気番組制作、調達に苦しむことになった。
　それ以上に不透明なのが、「収益性のある事業に育成できるか」と言う点だ。韓国では大きな期
待を集めながら短期間で破綻寸前まで追い詰められたＹＴＮの経験がある。1995年3月に韓国でケ
ーブルテレビ放送が始まった際、公営通信社である聨合通信（現在の聨合ニュース）が報道専門チ
ャンネルに進出、24時間ニュースチャンネルの聨合ＴＶニュース（ＹＴＮ）を設立した。当初の資
本金は150億ウォン。聨合が30％出資し、中堅財閥や韓国観光公社、韓国産業銀行など４社がそれ
ぞれ10％ずつ出資した。当時、サービス開始前のケーブルテレビについては「夢のメディア」など
と言われ「資本金を集めるのに苦労はなかった」＊9という。しかし、1993年の会社設立から1995年
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の放送開始前に放送器材購入などですでに資金が枯渇して倍額増資を迫られ、その後も資金難は解
消せず、開局４ヶ月目に銀行借り入れが始まった。1997年12月には早くも経営難から聨合が事業撤
退に追い込まれ、保有株式を公企業だった韓国電力に売却した。だが、通貨経済危機の影響もあっ
て業績はさらに悪化、1998年12月にまでに1200億ウォンを増資、公企業だった韓国たばこ人参公社
や韓国馬事会などが大株主に加わって危機をしのいだ。結局、資本金150億ウォンでメディア企業
を中核に設立されたＹＴＮは開局からわずか３年半で当初計画の8倍もの資本を必要とし、公企業
の支援を得て何とか生き延びることになった。
　ＹＴＮはその後、業績が回復、店頭公開も果たしたが、今も韓国電力子会社が22％、韓国たばこ
人参公社が民営化したＫＴ＆Ｇが20％、韓国馬事会が10％を保有しており、公企業の色彩が強いま
まだ。
　韓国版ＣＮＮとして期待を集めたＹＴＮが経営危機に陥ったのはもちろん一義的には経営計画の
甘さがある。同じようにメディア企業系として毎日経済新聞が設立した子会社、毎日経済ビジネス
ネットワーク（ＭＢＮ）も1995年に開局したが、3年目の1997年以降、一貫して黒字を維持している。
ＭＢＮは経済、証券ニュース専門局だが、個人投資家の急増で、株価や企業業績のニュースに強い
関心を持つ「コア視聴者」をつかんだ。2009年上半期には0.5%近い平均視聴率を上げ、専門チャネ
ル上位に食い込んだ。また、比較的富裕層が視聴者に多いことから金融機関や消費財メーカー、外
資系企業などの広告を獲得できた。安定的に利益を出し、地上波放送事業者を含む放送業界全体で
も優良企業に育った。
　ＹＴＮとＭＢＮの間には大きな経営力の差があったと見られるが、それだけでなく、放送業界を
取り巻く構造的な要因もある。
　総合編成チャンネルにせよ、報道チャンネルにせよ、放送チャンネル使用事業者の収入源は主に
加入者からケーブルテレビ放送事業者を通して得る視聴料と広告料である。この２つの収入源にそ
れぞれ構造的な問題がある。
　韓国では「70チャンネル前後がセットになったケーブルテレビの基本加入料（月額）が約6000ウ
ォン－7000ウォンで海外主要国に比べて8分の１－9分の1の水準で、一世帯あたり毎月携帯電話使
用料を13万ウォン支払っていることと比べると著しい格差」＊10だという。この一世帯あたり6000ウ
ォン－7000ウォンという加入料のうち「ケーブルテレビ放送業者が専門チャンネルなど放送チャン
ネル使用事業者に支払う比率は17％」＊10という。
　一世帯あたり6000ウォンの加入料とすれば、その17％にあたる約1000ウォンしか70の放送チャン
ネル使用事業者には支払われないことになる。
　実際、ＹＴＮが1995年に放送を開始した際、ケーブルテレビの基本加入料は１ヶ月１万５千ウォン
だったが、このうち視聴料としてＹＴＮが受け取ったのは１世帯あたりわずか324ウォンだった。＊11
　なぜこれほど安い視聴料しか得られないのか。ケーブルテレビ向けの専門チャンネル事業者は
100以上ある。基本加入料で視聴できるチャンネルをどこにするかを決めるのはケーブルテレビ放
送事業者だ。専門チャンネルにとってはこの基本加入料コースに入らなければ視聴者にアクセスで
きず、視聴料がただ同然でも仕方がないと判断せざるを得ないのだ。
　では、広告市場はどうか。2008年の放送広告市場のうち、地上波放送向け広告市場の規模は約
２兆ウォンだったのに対し、ケーブルテレビ向け広告市場の規模は8000億ウォンだった。この8000
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億ウォンをケーブルテレビ放送事業者と100以上ある専門チャネル事業者が分け合う構図だった。
　つまり現状では、ケーブルテレビ向けの専門チャンネルは「儲かる事業」は言いがたいのだ。
新規参入事業者の育成に強い意欲を持つ韓国政府は、こうした厳しい事業環境に対応するため、全
面的に支援するかまえだ。メディア関連法が国会で通過した直後の会見で、崔時仲放送通信委員長
は「新規参入業者に対しては税制面での優遇などさまざまな支援をする」と明らかにした。その後、
憲法裁判所での判決後には放送法施行令をだして具体的な支援策も公表した。
　まず、総合編成チャンネルについては、ケーブルテレビ放送事業者に放送を義務付けることだ。
総合編成チャンネル、専門チャンネルを問わず、放送チャンネル使用事業者にとって放送開始後の
最初の大きな問題は、視聴者へのアクセスだ。数多くのチャンネルのうち、どのチャンネルを自社
のケーブル放送網を通して視聴者に提供するか、どのチャンネルを最も多くの加入者を得られる「基
本サービス」に配置するかの決定権は通常はケーブルテレビ放送事業者が持っている。専門チャン
ネルの場合、たとえ得られる視聴料が安くともまずケーブルテレビのチャンネルメニューに入らな
ければ、視聴者を獲得できない。ケーブルテレビ放送事業者と専門チャンネルの間の力関係の差が
「格安視聴料」の原因となっている。これまで政府は、特に公益性の高いＫＢＳ第１チャンネルと
ＥＢＳという地上波放送2チャンネルについてはケーブルテレビを通しても放送することを義務付
けていた。放送法改正にともなう放送法施行令で、この2チャンネルに加えて新たに選定する総合
編成チャンネルについてもケーブルテレビ放送業者に対して放送を義務付けることになった。総合
編成チャンネルとケーブルテレビ放送事業者との力関係を対等に近付けようとする措置で、これに
よって格安視聴料をある程度解消させる狙いだ。韓国ではケーブルテレビへの世帯加入比率が90％
前後に達している。放送義務付けで、総合編成チャンネルは「地上波放送並み」の水準で視聴者へ
のアクセスも確保できることになる。
　これに加え、韓国政府は、「ケーブルテレビ放送事業者に対して加入料収入の25％以上を放送チ
ャンネル使用事業者に支払うよう求めるガイドラインを策定し、視聴料収入の上積みをはかる」
（2009年12月18日付毎日経済新聞報道）方針という。
　広告料確保についても支援策を打ち出した。
　第１には、総合編成チャンネルに対して、番組途中での「中間広告」などを認めることになった。
韓国では放送法で、テレビ番組の途中でコマーシャルを流すことを禁じていた。今回の法改正によ
って総合編成チャンネルに対しては一定の条件化で「中間広告」を解禁、広告収入の増加がはかれ
るように配慮する。
　第２には、放送向けの民間の広告代理店を設立することで営業活動を活発化、広告市場を拡大さ
せようとしている。韓国では1980年の言論統廃合を機に、放送局が手がけていた広告営業を全面的
に禁止し、すべての業務を国営の韓国放送広告公社（ＫＯＢＡＣＯ）に一本化することになった。
視聴率や放送の質に関係なく、広告主が出稿した広告と広告料はＫＯＢＡＣＯが各放送局に配分す
るシステムだ。ＫＯＢＡＣＯは放送局への影響力を確保するために広告業務を軍事政権が握るため
に設立した。その後も「過度な視聴率競争を防止できる」などの名目で維持されていた。しかし、
2008年に憲法裁判所がＫＯＢＡＣＯによる放送広告事業独占を違憲とした。政府は、来年にも民間
の広告代理店を設立する方針で、総合編成チャンネル向け広告獲得に活用したい意向だ。
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　さらに後続措置として公営放送であるＫＢＳの経営基盤の抜本的な見直しを検討している。ＫＢ
Ｓには現在、視聴者から徴収する視聴料と広告収入の２つの収入源がある。このうち視聴料は、電
気料金との一括徴収で、ＮＨＫなどと比べると｢徴収漏れ｣がほとんどない制度になっている。しか
し、１ヶ月の視聴料は1981年以来2500ウォンで凍結されたままになっている。政府は、経営が悪化
しているＫＢＳの経営改善と引き換えに受信料引き上げを認めることを検討していると言われる。
この際、地上波放送であるＫＢＳ第２チャンネルについては、広告を全面的に打ち切り、視聴料だ
けに依存したチャンネルに転換させることを検討している。ＫＢＳ第２チャンネルの年間広告収入
は5000億ウォンから6000億ウォン規模。この広告料金を新たに設立する総合編成チャンネル向けの
広告収入の「原資」として活用しようという構想だ。
　それでもはたして、新規参入業者の経営が軌道に乗るのか。韓国の大手証券会社は2009年7月に
国会で放送法改正案が通過した直後の投資家向けレポートで新規参入事業者について「広告収入が
大規模な初期営業費用を補えず、開局後3年から5年は赤字が不可避だ」と分析した。
　新規参入事業者が事業を軌道に乗せられるかどうかは、政府が何社の事業者を新たに選定するか
が、決定的なポイントになる。
　選定事業者数について崔時仲・放送通信委員長はメディア関連法改正案の国会通過直後には「報
道専門チャネルは３局程度になるべきで、総合編成チャンネルは1－2局で試験をし、その後で３局
まで増やすことを検討しなければならないというのが個人的な考えだ」＊12と説明していた。報道専
門チャンネルはすでに2局あることから、業界内では新規事業者を「報道専門チャンネル１局、総
合編成チャンネル2局」との予測が大勢だった。しかし、その後は選定事業者数について一切言及
していない。
　先に触れたように、総合編成チャンネルの設立を検討している新聞社は、当初資本金2000億ウォ
ンから5000億ウォンの会社を設立する計画だ。これに加え、器材の調達、スタジオ建設、人材採用、
コンテンツ制作などを合わせて「少なくとも3年で１兆ウォン以上の資金が必要」（2009年8月の大
手新聞社への聞き取り）という。これは先に触れた大手新聞社が最低でも負担する必要がある「1000
億ウォンから5000億ウォン」に、投資家などからの資金調達などを含めた総額だ。
事業計画はどの新聞社もほぼ同じ「3年目で黒字転換」を見込んでいる。その場合、人件費、コンテ
ンツ制作費、借入金利子返済などを考えると、3年目には2000億ウォン前後以上の売上高が必要にな
る。報道専門チャンネルの場合でも3年後に最低500億ウォン程度の売上高が必要と見られる。＊9
　万一、報道専門チャンネル１局、総合編成チャンネル2局が選定された場合、最低でも合わせて
4500億ウォンの売上高が必要になる。
　韓国の放送業界では、一般的に「視聴率１％で売上高1000億ウォン」と言われる。新規の総合編
成チャンネルが、持続可能な売上高を計上しようとした場合、最低でも放送開始3年後に1％以上の
平均視聴率を上げる必要がある。報道専門チャンネルの場合、0.5%程度が目標となる＊13。
　2008年時点で1％以上の平均視聴率を上げた専門チャンネルはＭＢＣドラマネットだけで、それ
も1.04％だった。新規参入事業者が1％の視聴率を上げるのは決して容易ではないことだ。
　仮に視聴率をクリアしても収入を得られるかは不透明だ。ケーブルテレビ加入料が短期間で急速
に引き上げられる可能性はきわめて低く、新規参入業者の売上高の大半は広告収入に依存すると見
られる。3社の最低必要売上高を4500億ウォン、そのうち広告収入依存度が80％とすると3600億ウ
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ォンが必要となる。
　ケーブルテレビ向け全体の広告費はざっと8000億ウォン前後だ。その半分近くの広告を新規開拓
するのは決して容易ではないだろう。
　韓国の広告代理店最大手の第一企画の調査によると、2008年の広告費は全体で前年比2.4%減とな
った。特に、地上波放送向け広告は同9.9%減、新聞向け広告は同6.9%減となり、既存のメディア向
け広告は大幅減少傾向にある。もちろん、インターネット広告は二桁増となるなど媒体によっては
今後の成長が期待できないわけではない。先に述べたように、政府はさまざまな政策的支援で広告
市場全体を拡大させようという考えであり、総合編成チャンネルに対する広告は一定程度は確保で
きると見られる。それでも韓国の潜在成長率が5％以下になって比較的低成長時代になってきたこ
とに加え、大口広告主である大企業は海外事業の拡大に合わせて海外広告費の比率を増やしており、
国内広告市場が今後大幅に拡大するとは予測するのは難しいだろう。
　結局、全体の広告費の中での再配置が起き、広告主は他の媒体向け広告費を削って総合編成チャ
ンネルに回す可能性が高い。削減対象のひとつが新聞広告になることは間違いなく、母体企業であ
る新聞社の経営に影響が出るのは必至だ。
　韓国の新聞社は、ただでさえ財務基盤が脆弱であり、広告収入が減少した場合、新規事業である
放送事業に耐えられるかという問題も出てくる。韓国の大手新聞社の2008年決算を見ると、最大手
の朝鮮日報は売上高3700億ウォン、営業利益170億ウォン、中央日報は売上高3060億ウォン、営業
損失210億ウォン、東亜日報は売上高2700億ウォン、営業損失129億ウォン、毎日経済新聞は売上高
1940億ウォン、営業利益70億ウォンだった。特にどの新聞社も、広告収入への依存度が80％以上と
高いといわれ、広告の減少は経営に決定的な意味を持ちかねない。
　売り上げ規模で見ると、最大手の朝鮮日報でも4000億ウォン弱にすぎない。大手新聞社による放
送事業進出というのは、年間売上高に匹敵する資本金の放送局を設立しようというそれこそ「社運
をかけた」計画といえるのだ。特に4社のうち2社は赤字決算となっており、大きなリスクといわざ
るを得ない。
　それでも大手新聞社が放送事業に進出しようとするのは、新聞事業が低迷する中で事業の多角化
を進めようという狙いに加え、競合する他の大手新聞社が放送事業に進出した場合、自社の影響力
が低下し生き残れないという危機感があるためと見られる＊14。
　韓国政府は、「税制面での優遇などできる限りの支援をする」（崔時仲・放送通信委員長）＊15方針だ。
ただ、新規参入事業者に対する過度な支援策については、「事実上、大手新聞社に対する特恵だ」
として批判も多い。
　韓国政府ができる最大の支援策は実は、新規選定事業者を総合編成チャンネルと報道チャンネル
のそれぞれ1つに絞り込み、新規参入事業者がまず生き残れる環境を整えることではないかと思わ
れる。
５．短期間で成否を判断するのは困難か
　これまで見たように、放送法改正を機に誕生する総合編成チャンネルについては、事業が軌道に
なるかどうかは今のところきわめて不透明といわざるを得ない。仮に、政府が選定業者数を少なく
し、さまざまな支援策を打ち出して新規参入事業者の経営を後押しし、何とか経営を安定化させた
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としても、それだけで今回の放送法改正が成功だったかどうかを判断することは難しいだろう。
それは今後数年間の間に、韓国の放送産業を巡ってさらに大きな変化が起きるのは必至で、全体的
な枠組みの中で今回の法改正の意義を位置づける必要があるからだ。
　本稿でも触れたように、韓国では2012年に地上波放送のデジタル化移行を控えている。現在のア
ナログ放送をより効率よく、また高画質でさまざまなデータサービスも可能になるデジタル放送に
移行させることは世界の放送業界の趨勢だ。だが、デジタル化に伴い地上波放送のチャンネル数を
増やすことが可能になり、新たな事業者の選定作業をする運びだ。
　また、軍事政権時代に強行された言論統廃合で生まれた「４つの公営地上波放送体制」のうち、
ＭＢＣとＫＢＳ第２チャンネルについては民営化すべきとの意見が多い。さらに24時間ニュースチ
ャンネルのＹＴＮについても、経営危機に陥ったため大株主になった韓国電力子会社など公企業が
株式売却の意向を示しており、こちらも「民営化」作業に着手する必要が出てくるだろう。
　こうしてみると、韓国では、近い将来、新たに数多くの地上波放送事業者と放送チャンネル使用
事業者を選定しなければならない可能性が出てくる。こうした大変化の中で総合編成チャンネルを
どう位置づけるかはまったくの未知数である。デジタル化にともなって地上波の新規参入が複数認
められる可能性は高く、その場合コンテンツや広告の争奪戦がさらに激しくなるのは確実で、場合
によっては共倒れの恐れさえあるだろう。
　韓国政府が、メディア産業の発展や輸出・雇用拡大、公営の地上波放送事業者以外の総合編成チ
ャンネルの育成による視聴者に対する選択肢増加を狙って放送法を改正した意図は時代の流れに合
っていると言えるだろう。特に言論統廃合以降、いびつな構造だった放送業界に新たな有力放送局
を設立したいという狙いは、国民の意向にも沿った措置だったといえる。
　それでも、今後短期間に起こることが確実な変化との整合性を考えると、今回の法改正は急ぎす
ぎたのではないかとの危惧も残る。また、有力な新規参入候補企業が国民の間でも好き嫌いがはっ
きりと分かれる大手の新聞社に偏っている点も、かえって問題を政治化させてしまったと言えよう。
　今回の放送改正は、新産業、雇用の創出や放送再編の契機になると期待できるが、政治的にも事
業性と言う点でも、その実現にはなお課題が多い。新規参入業者の経営が仮に短期間で軌道に乗っ
たとしても、その後の放送業界を取り巻く環境変化は大きく、法改正の成否を短期間で判断するの
も難しいといわざるを得ない。
＊本稿の作成にあたっては、韓国の大手新聞社の役員や幹部、さらに閣僚を含む政府高官や財閥企業役員、地上波放
送事業者役員に個別のインタビューをした。しかし、いずれも「事業上の機密」などを理由に実名でのコメント許
諾に応じてもらえなかった。
＊ 1	 1995 年に韓国でケーブルテレビ放送が始まった際、放送チャンネル使用事業者に対する所有制限はなく、ニュ
ース通信社である聨合通信（現在の聯合ニュース）と毎日経済新聞社に報道専門チャネルの設立を認めた。そ
の後の法整備を経て、新聞社、通信社による総合チャンネル、報道専門チャンネルの兼業、出資は禁止になっ
た
＊ 2	 韓国の総世帯数は 2007 年時点で約 1700 万世帯。この 20％とすれば 340 万世帯となる。新聞最大手の朝鮮日報
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の部数が 200 万部強、2 位の中央日報が 150 万部強、3 位の東亜日報が 110 万部強で、実際にはこの規定に該当
する新聞社ない。韓国言論財団の 2008 年調査でも、世帯購読率は朝鮮日報 11.9％、中央日報 9.1％、東亜日報
6.6％となっている
＊ 3	 韓国内では、新聞の発行部数などを放送委員会に提出するだけでなく、第３者機関の認証を受けるべきとの意
見もある。韓国にも新聞発行部数を調査、認定する機関として韓国ＡＢＣがあるが、データの信憑性に問題が
あるなどの理由で大手新聞社はここ数年、調査に応じていない
＊ 4	 1980 年 11 月に保安司令部が実施した。中央総合新聞６紙、経済紙２紙、英字紙２紙、地方紙 10 紙に統廃合し
たほか、ニュース通信社は１社、テレビ放送は２局に再編した
＊ 5	 その後、ＫＢＳはＭＢＣ株を政府機関である韓国放送振興会に譲渡。現在は同会がＭＢＣの株式を 70％保有し
ている
＊ 6	 韓国の地上波放送には、ＫＢＳ第１、第２、ＭＢＣ、ＳＢＳと韓国教育放送公社（ＥＢＳ）の５チャンネルが
ある。このうち、ＳＢＳだけが民間放送で、他の４チャンネルは公営放送である
＊ 7	 2009 年 7 月 23 日付朝鮮日報
＊ 8	 2009 年 11 月 18 日付毎日経済新聞でのキム・テウォンＣＪメディアドラマ局長インタビュー
＊ 9	 ＹＴＮ 10 年史
＊ 10	 尹錫敏ソウル大教授「21 世紀初めの韓国の放送産業発展のための基本政策方向」
＊ 11	 ＹＴＮ 10 年史
＊ 12	 2009 年 7 月 26 日記者会見での発言
＊ 13	 すでに開局している報道専門チャンネルの 2008 年の業績は、ＹＴＮが売上高 1071 億ウォン、営業利益 75 億ウ
ォン、ＭＢＮが売上高は 502 億ウォン、営業利益 58 億ウォンだった
＊ 14	 朝鮮日報の社長は 2009 年に「放送事業に進出しなければ新聞社は徐々に死に、進出すれば突然死する可能性が
ある ｣ と述べ、話題になった。「メディアの今日」2009 年 7 月 8 日付
＊ 15	 2009 年７月 26 日記者会見での発言
